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1．はじめに 1）

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 6
次評価報告書（2021 年）において，地球温暖化の
主たる原因は人類の活動に起因する大気中 CO2 濃
度の上昇にあると断定された 2）．
　CO2 は，人類による化石資源の消費により日々大
量に排出されている（約 335 億 t，2019 年・世界）．
大気中の濃度は，18 世紀後半の産業革命前に比べ
て 40％以上増加し，その結果，世界の平均気温は
約 1℃上昇した．この僅かとも思える気温上昇によ
り，集中豪雨・洪水や猛暑・熱波，干ばつ，森林火
災，海面上昇による浸水などの異変が世界各地で起
こっている．
　上記の報告書によれば，今世紀末には最大で 5.7℃
の気温上昇が起こると予想されている．加速する地
球温暖化への対応を誤れば，取り返しのつかない事
態に陥る可能性が高い．
　このような状況下，日本政府は，2050 年までに
カーボンニュートラル（CO2 の排出量と吸収量の均
衡）を実現すると宣言した．日本全体での CO2 排
出量 10 億 4,400 万 t（2020 年，国立環境研究所）の
うち，光合成により 30％の CO2 が吸収される 2）と

仮定すれば，カーボンニュートラル実現の目安は
CO2 排出量の 70％削減（7 億 3,100 万 t 削減）となる．
　実現には，すべての分野（産業・民生）において
CO2 排出量の大幅削減が必要である．そのためには，
再エネ電力（水力・太陽光・風力発電など）の主力
電源化とともに徹底的な省エネが必須となる．
　また，化石資源の燃焼熱利用から電力利用（再エ
ネ電化）への転換が必要となる．さらに，電化が難
しい航空機や大型車両への燃料（製造時の CO2 排
出量少）の供給も求められる．一方，CO2 の資源化

（カーボンリサイクル）という観点から CO2 を原料
とする化学品の製造も期待されている．
　本稿では，カーボンニュートラル実現に向けての
化学産業における CO2 排出量の削減と CO2 からの
化学品の製造について筆者らの考えを紹介したい．
併せて，CO2 からのメタノール合成をベースとする
カーボンリサイクルの 1 つの可能性についても触れ
たい．

2．化学品製造の原料とエネルギー 3）

2.1　化学品の重要性と製造原料
　合成樹脂・合成ゴム・合成繊維や精密化学品に代
表される化学品は，プラスチック製品／包材（食品
トレイ，包装フィルム，ボトル，コンビニの弁当箱，
ゴミ袋など）・自動車・家電／デジタル家電・文房具・
スポーツ用品・靴／シューズ・寝具・衣類・洗剤な
ど日常生活に欠かせない製品の重要な原材料であ
る．また，消毒剤／除菌剤・医薬／診断薬・医療器
具／医療機器・衛生用品（紙オムツ，マスク，ゴー
グル，ガウン，仕切り板等）の製造に必要な原材料
でもある．従って，コロナを契機として化学品の重
要性は増している．
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CO2（例：シフト反応 CO ＋ H2O → CO2 ＋ H2）」
と「投入エネルギーに由来する CO2（製造プロセス
における加圧・加熱・冷却・撹拌・移液などに必要
なエネルギーに由来する CO2）」が排出されている．
日本では，投入エネルギーに由来する CO2 の排出
が多く，総排出量の 90％を超える（筆者らの推算）．
従って，投入エネルギーの少ない化学品製造プロセ
スの開発は重要である．
　現在，化学産業における CO2 排出量の 50 ～ 60％
は，化石資源からの基幹原料［オレフィン化合物（エ
チレン，プロピレンなど）・ジエン化合物（ブタジ
エンなど）・BTX（ベンゼン・トルエン・キシレン）・
水素・CO］の製造（図 1）に由来するといわれて
いる．これは，化石資源が化学的に安定な炭化水素
化合物であること，および基幹原料の生産量が多い
ことに起因している．
　すなわち，化石資源は安定な化合物であるため，
その変換反応［熱分解，水蒸気改質（CH4 ＋ H2O 

→ 3H2 ＋ CO），ドライ改質（CH4 ＋ CO2 → 2H2 ＋ 
2CO）］は通常高温（750 ～ 900℃）でなければ起こ
らず，しかも吸熱反応である．その結果，反応を進
行させるためには，大きな熱エネルギーの投入が必
要であり，この投入エネルギーに由来する大量の
CO2 が排出される．例えば，ナフサの熱分解による
エチレン・プロピレンの製造では，エチレン・プロ
ピレン 1t 当たり 1.2t の CO2 が排出される．
　一方，化学品の製造をプロセスという切り口から
見ると，分離・精製プロセスに由来する CO2 の排
出が多い．特に，蒸留プロセスでの排出が多く，化
学産業全体の CO2 排出量の 30 ～ 40％を占めるとも
いわれている．従って，反応成績（原料転化率・目
的物選択率）の改善とともに，蒸留に代わる低エネ
ルギー消費型の分離・精製技術の開発が求められて
いる．
　参考として，図 2 に現行の化石資源を原料源／エ
ネルギー源とする化学品製造における CO2 排出量
低減のための着眼点をまとめた．
　CO2 の排出量を大幅に低減させるためには，投入
エネルギーを削減させる技術開発に加えて，エネル
ギー源を転換させる技術開発，すなわち化石資源の
燃焼熱利用を電力利用（再エネ電化）に転換させる
技術開発も必要である．CO2 排出量の多いエチレン・
プロピレンや水素などの基幹原料の製造（高温吸熱
反応）における電気加熱技術の開発は特に重要であ
る．
　BASF（ドイツ）は，再エネ電力により加熱する

　上述の化学品は，現在，化石資源であるナフサ（石
油），エタン（天然ガス，石油ガス），メタン（天然
ガス）を主要な原料として製造されている（図 1）．
　しかし，将来的には化石資源の有限性とカーボン
ニュートラルの実現という観点から，化学品の製造
原料はバイオマスおよび CO2 にシフトしていくと
考えられる．
　ここで，バイオマスは再生可能資源ではあるが，
嵩張る・水分が多い・収集／運搬／管理の負荷が大
きいという問題がある．また，エネルギー利用（バ
イオマス発電，エタノール合成原料）と競合するた
め量の確保は容易ではないと考えられる．
　バイオマスの量的ポテンシャルのイメージは，「全
世界で生産された穀物（トウモロコシ，小麦，米な
ど）27 億 2,400 万 t（2021 年）を全量エタノールに
変換し，エネルギーとして利用しても世界のエネル
ギー需要の 4％しか満たすことができない」であ
る 4）．従って，バイオマスは資源として補完的な位
置付けになると思われる．
　一方，対照的に，CO2 の資源量は無限と考えてよ
い．また，競合する用途も事実上存在しない．さら
に，CO2 は水素や電力などの還元力があれば再生可
能資源（5. および 6. 参照）となる．従って，化学品
製造の主要な原料は最終的には CO2 になると考え
られる．
2.2　化学品製造のためのエネルギー
　上述の通り，現状，化学品の主要な原料源は化石
資源（ナフサ・エタン・メタン）である．一方，同
様に化学品製造のエネルギー源（熱・電力源）とし
ても化石資源（およびその由来物）が用いられてい
る．すなわち，重油・天然ガス・石炭や化学品の製
造プロセスで副生する分解ガス，経済価値のない副
生物の燃焼熱が熱・電力源として利用されている．
従って，化石資源は化学産業にとって原料とエネル
ギーの両面をもつ有用な化合物となっている．
　しかし，カーボンニュートラル実現のためには，
化石資源の燃焼熱の利用（燃焼により CO2 が排出
される）から再エネ電力利用（再エネ電化）への転
換が必要である．この再エネ電化という流れの中で，
化学産業においても化石資源の燃焼を用いない，電
力による熱供給を目指す研究開発が進められている

（3．参照）．

3．化学品製造における CO2 排出と排出量の
削減 5, 6）

　化学品の製造においては，「反応により生成する
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応温度（発熱反応・吸熱反応）で実施されている．
CO2 排出量の削減のためには，再エネ電力による加
熱と共に，反応熱や廃熱を回収して有効利用するこ
とが重要である．この観点から，ヒートポンプやケ
ミカルヒートポンプの開発が行われている．
　ヒートポンプは，気体を圧縮すると温度が上がり，
膨張させると温度が下がるという性質を利用してい
る．電力は熱を移動させる動力として用いられるた
め，燃焼（天然ガス・重油）に比べて CO2 排出量
を大幅に削減させることができる．民生用のヒート
ポンプ（エアコン・冷蔵庫など）は広く普及してい
るが，産業用については，食品工場における温水／
冷水供給（ボイラーと冷凍機両方の役割を果たす）
などに限定されている．化学産業でヒートポンプを
広く適用するためには，現状 100℃程度である供給
温度の高温化が必須となる．現在，160℃程度の供
給温度が可能になりつつあるが，更なる高温化のた
めには，冷媒や圧縮機などの要素技術の開発，高効
率なヒートポンプサイクルの構築などが必要であ
る．
　ケミカルヒートポンプは，熱移動の駆動源（吸熱・
発熱）として可逆的に進行する化学反応を用いる．
電力消費が小さく，かつ媒体あたりの熱移動量は大
きく，さらに熱エネルギーを物質の形で蓄熱するこ
ともできる．ケミカルヒートポンプの開発では，化
学反応の選択（反応熱・安全性・媒体の貯蔵容易性
など）がカギとなる．
　Qpinch（ベルギー）は，リン酸のオリゴマー化
反応を利用して 80 ～ 130℃の廃熱を 120 ～ 230℃ま
で昇温できるケミカルヒートポンプの開発に成功し
ている．25kWh というわずかな電力により 1 t の高
温スチームが得られる（例：130℃の廃熱を 230℃
まで昇温）．2021 年には，商用機が欧州で稼働して
いる．
　一方，300℃以上に昇温が可能である Mg（OH）2/
H2O/MgO，Ca（OH）2/H2O/CaO などの無機水和物
系システムの開発も進んでいる．例えば，Ca（OH）2/
H2O/CaO 系を用いると高温の廃熱（400℃前後）が
必要ではあるが 530℃程度まで昇温可能である 9）．
今後の技術開発が期待される．
　なお，電化が困難な加熱については，再エネ由来
の水素やアンモニアの燃焼熱の利用もありうる．し
かしながら，本来，水素・アンモニアは化学品の原
料として用いるべきものである（燃やすのはもった
いない）．従って，水素やアンモニアは発電に使用し，
その燃焼または燃料電池の廃熱を用いる（コジェネ

ナフサの熱分解反応技術（～ 850℃）を開発中であ
る．反応管を直接電流で加熱する方法と，反応管近
傍に置かれた発熱体の放射熱で間接加熱する 2 つの
方式が検討されている．2023 年には，6 メガワット
の再エネ電力を投入し，1 時間当たり 4t のナフサ
が処理できるパイロットプラントが稼働する予定で
ある．技術が完成すれば CO2 排出量が最大 90％削
減されるとしている．
　一方，TOPSOE（デンマーク）は，再エネ電力
を熱源とするメタンの水蒸気改質反応（CH4 ＋ H2O 

→ 3H2 ＋ CO）技術（約 800℃）を開発し 2021 年
にデモプラントを稼働させた．電力で直接加熱され
る FeCrAl 製の管に触媒を被覆した反応器が用いら
れており，従来の反応器に比べて大幅に小型化

（1/100 程度）できる可能性がある 7）．目的化合物を
メタノール（CO ＋ 2H2 → CH3OH）としているが
水素（CH4 ＋ 2H2O → 4H2 ＋ CO2）やアンモニア（N2 

＋ 3H2 → 2NH3）の製造も視野に入れている．
　近年，水素の重要性から水蒸気改質の代替技術と
してメタン分解（CH4 → 2H2 ＋ C：吸熱反応）によ
る水素の製造が注目されている．当該法ではメタン
の炭素が固体炭素として得られる利点があるが，水
素の 3 倍重量生成する炭素の用途開発が必要であ
る．固体炭素は鉄鋼やアルミニウムの製造プロセス
に利用することが想定されている．
　BASF は，電気加熱を用いるメタンの熱分解反応

（1,300℃程度，無触媒）の検討を進めており，2030
年までには大型プラントの建設を行う予定であ
る 8）．一方，Hazer（オーストラリア）は，化石資
源の燃焼熱の利用ではあるが Fe 触媒（鉄鋼石）を
用いるメタン分解プロセス（800-900℃）を開発し
ており，2021 年に水素 100 t/ 年のデモプラントを
建設した．将来的に再エネ電力での加熱が可能とな
れば優れた水素製造法となる可能性を秘めている．
　化学品の製造は，一般に，室温～ 500℃程度の反

・吸熱反応の低温化
・発熱反応の熱利用と反応の高温化［上限：400〜500℃ ］
・反応の低圧化
・高濃度反応化 ，高転化率/高選択性反応の実現

熱・エネルギーマネージメント

・吸熱/発熱反応の組合せ
・多工程反応の改善［短工程化，温度・圧力の平滑化］
・未利用熱エネルギー（未利用廃熱）の利用

・低エネルギー消費型技術の開発［例：蒸留+膜分離，膜分離］

反応プロセス

分離・精製プロセス

図 2　CO2 排出の少ない化学品製造プロセス開発の着眼点
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（合わせて 2,326 万 t，2020 年）を CO2 と水素から
製造するとすれば，必要な水素量は 960 万 t（必要
な CO2 量：7,500 万 t）である．この水素の合成に
必要な電力（仮定：水の電気分解：電解電圧 1.3V，
電解効率 100％）は，約 4,000 億 kWh であり，日本
の年間消費電力の約 40％に相当する．
　一方，この水素を水の光触媒分解［仮定：太陽エ
ネルギー変換効率 10％，1 日 7.6 時間 標準太陽光

（AM1.5G）］により調達するとすれば，200m ×
200m（40,000m2）のプール型の水素製造プラント
が 32,000 設備必要となる．土地（プールだけで横
浜市の 3 倍の面積）および水（8,500 万 t）の確保は
容易ではないだろう．
　以上から，CO2 を炭素源として利用するためには
莫大な量の再エネ由来還元力（水素・電力）が必要
であることが分かる．実現には，還元力獲得に関わ
る技術開発と共に大きな投資も必須となる．
5.2　 CO2 からの CO・メタノール・エタノール・

エチレン等の合成
　将来的な再エネ由来還元力の獲得を前提として，
熱化学反応（水素還元）および電気化学反応（電解）
を用いる CO2 の CO・メタノール・エタノール・エ
チレン等への変換反応（図 3）が世界中で精力的に
検討されている．
　電気化学反応は，水素製造工程が不要であるため，
水素を用いる熱化学反応に比べて短工程となる．
従って，反応に必要なエネルギー投入量を少なくで
きる可能性がある．技術開発が先行しているのは熱
化学反応である．
　図 3 の中で展開が最も広く，かつ有用性も高いの
は CO2 からのメタノール合成である．メタノール
があればエチレン・プロピレン［工業プロセス：
MTO（Methanol to Olefin）, MTP（Methanol to 
Propylene）］， ガ ソ リ ン［ 工 業 プ ロ セ ス：MTG

（Methanol to Gasoline）］や BTX［パイロット実証
段階：MTA（Methanol to Aromatics）］が製造で
きる．従って，メタノールは現行のナフサと同等の
役割を果たすことができる．
　CO2 の水素還元によるメタノールの合成は，基盤
技術（Cu/ZnO 系触媒）が確立され，実用化のステー
ジに入りつつある．2009 年，三井化学はパイロッ
トプラント（100t/ 年）による世界初の技術実証を
行い，ナフサクラッカーから排出される CO2 を化
学吸収法（アミン吸収液）により分離回収した CO2

を原料として，高生産性で高純度（99.97％）のメ
タノールが得られることを明らかにしている 13）．

レーション）という工夫が必要である．

4．CO2 からの化学品製造 10, 11）

　将来の化学品製造の中核になると考えられる CO2

を利用する化学品の製造について以下にまとめる．
　CO2 を原料として用いる化学品の合成は古くから
行われており，ヒドロキシ安息香酸，尿素，ジメチ
ルカーボネートなどの合成は実用化されている．し
かし，これらの実用化は CO2 の資源化を目的とし
たものではなく，狙った化合物の合理的な合成法，
競争力のある合成法を目指す研究開発の結果，達成
されたものである．
　CO2 を利用する化学品の合成は，何れも CO2 炭
素原子への電子供与的反応がベースとなっている
が，CO2 が“最終的に果たす役割”から（1）COO
源（付加反応：例，ヒドロキシ安息香酸），（2）CO
源（付加脱離反応：例，尿素・ジメチルカーボネー
ト）および（3）炭素源（還元反応：例，メタノール・
メタン）の 3 つに分類することができる．
　これら 3 つの役割の中で，化学品合成への展開の
広さという観点から（3）の「炭素源」としての利
用が将来的に最も重要である．

5．CO2 の炭素源としての利用 10-12）

5.1　CO2 を炭素源として利用する前提
　CO2 の還元反応をベースとする炭素源としての利
用では，CO・メタノール・エタノール・エチレン
などの化学品原料として重要な化合物が合成できる

（図 3）．しかし，カーボンニュートラルの視点から，
再エネ由来の還元力（水素・電力）を用いる必要が
ある．従って，CO2 を炭素源として利用する前提は，
十分な量の再エネ由来の還元力の獲得である．
　例えば，日本国内で生産されているエチレン・プ
ロピレン・ベンゼン／トルエン／キシレン［BTX］

CH4メタン

CO
一酸化炭素
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HCOOH

CH3OH
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C2H5OH
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CH3COOH
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図 3　CO2 の炭素源としての利用／化学品合成への展開
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の CO2 排出量は一般に多い．一方，サーマルリサ
イクルにおいてはエネルギー回収（熱・発電）とい
うメリットがあるものの廃プラ（509 万 t）の燃焼
により約 1,600 万 t の CO2 が排出されている．
　先述の通り，CO2 は水素還元によりメタノールに
変換可能であり，再エネ由来の水素を反応に用いれ
ば CO2 の絶対量が削減できる（-0.8kg-CO2/kg- メタ
ノール）．また，メタノールをエチレン・プロピレ
ンに変換する技術は既に確立されている（図 3）．
さらに，エチレン・プロピレンがあればほぼ全ての
プラスチックが製造可能である 14）．
　これらの知見や技術から，筆者らはサーマルリサ
イクルにより排出される CO2 の回収／再エネ由来
水素還元により製造したメタノールをベースとする
プラスチックのカーボンリサイクルが可能であると
考えている（図 4）．現状のサーマルリサイクルに
より生成する CO2 から約 500 万 t のプラスチックが
CO2 の排出を抑えて製造できる．
　実際の運用においては，分別された廃プラごとに，

「マテリアルリサイクル」，「ケミカルリサイクル」，
「サーマルリサイクル／ CO2 回収・資源化」の 3 つ
を投入エネルギー（CO2 排出量），製品品質，コス
ト等から総合的に判断して組み合わせることによ
り，効率の良いカーボンリサイクルの実現を目指す
ことになる．

7．おわりに

　化学産業における CO2 排出量の削減とカーボン
リサイクルの可能性について筆者らの考えをまとめ
た．共通するキーワードは，再エネ由来還元力（水
素・電力）の獲得である．再エネ由来還元力の重要
性は強調しても，し過ぎることはない．
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図 4　カーボンリサイクルの一つの可能性
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